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図 4-41 資料作成画面イメージ 

 

 

 

図 4-42 メモ作成画面イメージ 
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4.4.6  今後の発展的整理 

今後、数値情報化図面を基盤とした高度な道路情報

管理の実現に向けて必要な検討を行った。 

4.4.6.1  業務の効率化・高度化 

（1）業務の効率化 

これまでの紙ベースの道路台帳附図の管理から生

じる課題に対し、GIS の特徴的な機能を利用すること

で表4-8に示すような日常業務の効率化を図ることが

できる。 

（2）業務の高度化 

数値情報化図面データを利用することにより、日常

業務の効率化を図ることが出来る。事務所で管理して

いる道路施設については数値情報化図面として整備

しているため、数値情報化図面管理システムにより道

路施設を管理することは可能である。しかし、事務所

で扱う情報は道路施設以外にも、次に示すような利用

現況情報、用地情報、周辺情報等の情報がある。 

・道路施設情報（数値情報化図面として整備） 

道路管理者が管理している道路施設に関する情報

（例：車道、歩道、橋梁、道路照明） 

・利用現況情報 

管理している道路が利用されることにより起こる

事象や状況に関する情報（例：交通量、騒音、事故、

渋滞） 

・用地情報（数値情報化図面として一部整備） 

道路管理者が買収または管理するために整理して

いる用地関連の情報（例：用地杭、用地境界、用地取

得情報） 

・周辺情報 

道路管理者の管理対象外となる道路周辺の情報

（例：民家、公園、河川、県道、市道） 

このような情報を数値情報化図面と合わせて利用

することにより、表 4-9のような高度な業務の遂行が

可能になる。 

 

 

表 4-8 数値情報化図面の利用による効率化（例） 
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表 4-9 業務の高度化例 

 

4.4.6.2  データ更新方法の検討 

日常業務で利用する情報は、鮮度と品質が大切であ

る。数値情報化図面管理システムを利用し続けていく

ためには、数値情報化図面データの更新方法を検討す

ることが非常に重要となる。ここでは、以下の更新パ

ターンについて比較する。 

（1）工事に伴うデータ更新 

今後、道路工事が行われるたびに現況と数値情報化

図面に差異が生じることが予想される。常に現況と差

異のない新鮮で正確な情報を保つためには、更新の

“リアルタイム性”と道路台帳附図レベルの“位置正

確度”が求められる。事務所管内では、毎年様々な工

事が実施されている。リアルタイムなデータ更新を考

えると、工事が終わった段階で数値情報化図面データ

を作成し、更新する仕組みが必要となる。 

（2）数値情報化図面データ更新業務として発注 

リアルタイム性を考慮した場合は、工事に伴うデー

タ更新が最も有効である。当面のデータ更新方法とし

ては、数値情報化図面データの更新を別業務として測

量業者に年間でまとめて発注し、更新が起こるたびに

数値情報化図面データを修正していく方法が考えら

れる。今年度整備した数値情報化図面は、道路管理区

域内を構造化したデータで整備し、道路管理区域外は

道路台帳附図のラスターデータを利用している。よっ

て、更新範囲が道路管理区域内に収まる場合は、構造

化したデータのみを対象として更新を行う。 

（3）道路台帳附図をもとにしたデータ更新 

これまでの道路台帳附図の更新は、敷地調査測量業

務の中で道路台帳附図修正業務として実施されてお

り、敷地調査測量により現況と図面が異なる部分につ

いて、道路台帳附図の原図を修正し更新している。今

後もこのような方法で道路台帳附図を更新する場合

は、それに合わせて数値情報化図面データも更新する

必要がある。 

それぞれの更新方法について整理した結果を 

表 4-10 に示す。 

①リアルタイム性 

工事による更新の場合は、工事完成段階に合わせて

更新データを作成することが可能であるため、最もリ

アルタイム性に優れる。道路台帳附図をもとにしたデ

ータ更新の場合は、道路台帳附図の修正後に更新デー

タが作成されるため、一定期間現地との不一致が生じ

る。 

②品質 

工事による更新の場合は、施工業者が更新データ品

質を確保するために必要な取得マニュアル等の整備

や監督・指導が必要となる。道路台帳附図をもとにし

たデータ更新の場合は、作成した道路台帳附図以上の

品質を確保することができない。 

 

表 4-10 データ更新方法の例 

 



 

 76

表4-11 今後必要となるデータ及びアプリケーション（例） 

 

③コスト 

工事による更新の場合は、工事施工段階での測量結

果等を利用することにより、データ作成コストの縮減

が図れると考える。数値情報化図面データ更新業務の

場合は、数値情報化図面の更新と同時に道路台帳附図

を作成することが可能なため、道路台帳附図作成後に

更新を行う場合に比べ、トータルコストを縮減できる。 

④早期実現性 

工事による更新の場合は、電子納品方法、データ交

換仕様、データ作成マニュアルの整備等の課題がある

ため、早期の実現は難しい。道路台帳附図をもとにし

たデータ更新の場合は、道路台帳附図の修正後となる。 

以上の整理結果より、当面は、数値情報化図面デー

タ更新業務として発注し、道路工事発生に伴い順次更

新作業を行う方法が妥当である。しかし、常に鮮度を

保った情報を利用していくためには、工事に伴いデー

タ更新を行う必要がある。よって、今後工事更新の仕

組みを確立するために実験的に工事更新を行い、基

準・仕様等を整備することを提案する。 

4.4.6.3  システム将来構想の検討 

今年度は、徳島河川国道事務所の管理国道に対して、

管理区域内の道路施設情報を数値情報化図面として

整備し、数値情報化図面管理システムにより道路台帳

附図のような大縮尺レベルの情報を扱うことを可能

とした。しかし、事務所で扱う情報は今回整備した数

値情報化図面のみならず、様々な情報や既存システム

がある。また、これらの情報は 1/200、000 レベルの

小縮尺で扱うものから1/500レベルの大縮尺で扱うも

のまで様々である。 

より広範囲な領域を扱うためには、数値情報化図面

データに加えて以下の地図データを整備する必要が

ある。なお、これらの地図データは既存に整備されて

いるものである。 

・数値地図（地図画像）（1/200、000～1/25、000） 

・DRM（全国デジタル道路地図データベース） 

・電子住宅地図 

・数値地図 2500（空間データ基盤） 

将来的には、各種データを段階的に整備し、業務の

高度化に必要なアプリケーションを追加していくこ

とにより、数値情報化図面管理システムを中心とした

管内情報の一元管理を実現することができる。以下に

今後必要となるデータ及びアプリケーションの一例

を示す（表 4-11）。 

4.4.6.4  運用するための仕組み 

数値情報化図面を中心とした管内情報の一体的管

理を実現するためには、共通のルールに従いデータ整

備・システム開発を進めていく必要がある。徳島河川

国道事務所内には業務支援のための様々なシステム

が存在している。しかし、今までこれらは独自のルー

ルにより個別に整備・開発が行われてきたために、デ

ータの重複管理が発生、更新費用が 2 重にかかる、デ

ータの共用が困難、などの問題が生じている。 

これらの原因は、①全体で必要なデータの整理が行

われていない②データ仕様が標準化されていない③

アプリケーション間の連携にルールがない④常に新

鮮な情報を提供する仕組みがない、などが考えられる。

課題を解決するためには、分散したシステムを有機的

に結合できるような運用体制及び規則を定める必要

がある。また、定められた規則に基づき自由にシステ

ムを開発することができるような仕組みが必要であ

る。 

今後運用を行うにあたり必要となる事項は以下の

通りである。 

・運営組織の設立 

・システム開発・運用規則の制定 

・データ運用管理規則の制定 

・運用管理規程の制定 




